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                         高 情 審 答 申 第 ４ ７ 号 

                        平成２０年１２月２５日 

 

高松市長  大  西  秀  人  殿  

 

 

                     高松市情報公開審査会  

                     会長  藤  本  邦  人  

 

   行政文書の一部公開決定に関する異議申立てについて（答申）  

 

平成１７年７月２０日付け高福保第３９号により諮問のあった事案について，

次のとおり答申いたします。  

 

１  審査会の結論  

  実施機関（高松市長をいう。以下同じ。）が一部公開とした処分は相当で

あり，本件異議申立てを棄却すべきである。  

 

２  公開請求の内容および異議申立てに至る経過  

  異議申立人が実施機関に公開請求した行政文書の内容，それに対する実施

機関の決定および異議申立ての経過は次のとおりである。  

 【高福保第３９号の諮問に係るもの】  

（１）  高松市福祉事務所長の生活保護法に基づく保護申請を拒否する処分に

対する審査請求書副本（処分庁用）または写し。ただし，平成１６年

度以降のものに限る。  

（２）  上記（１）の各審査請求に係る弁明書の控えまたは写しならびに当該

各起案文書およびその附属書類の全部  

（３）  高松市福祉事務所長の生活保護法に基づく保護廃止決定処分に対する

審査請求書副本（処分庁用）または写し。ただし，平成１６年度以降

のものに限る。  
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（４）  上記（３）の各審査請求に係る弁明書の控えまたは写しならびに当該

各起案文書およびその附属書類の全部  

 

 平成１７年  ５月３１日：請求人からの公開請求を受付  

 平成１７年  ６月１３日：実施機関が公開決定等期間延長通知  

平成１７年  ７月  ４日：実施機関が一部公開の決定  

   平成１７年  ７月１１日：請求人からの異議申立書を受付  

 

３  異議申立ての理由  

  異議申立人の主張は，次のとおりである。  

（１）  本件処分は，高松市情報公開条例（平成１２年高松市条例第３９号。

以下「条例」という。）の解釈・適用を誤った違法な処分であり，本件

処分を取り消し，全部公開をすべきである。  

（２）  本件「決定通知書」に記載している「公開しない理由」は，条例の非

公開事由に該当しない。  

（３）  本件「決定通知書」の「公開しない理由」には，適法に処分理由が明

示されていないので，高松市行政手続条例第８条に違反し，本件処分は

無効である。  

 

４  実施機関が非公開とした理由  

実施機関が非公開理由書において主張している本件処分の理由は，おおむ

ね次のとおりである。  

生活保護に関する不服申立ては，福祉事務所長が行った，申請に対する却

下処分等の不利益処分について，香川県知事（生活保護法７８条による費用

徴収処分については高松市長）に審査請求できるものである。また，弁明書

は，審査請求人の主張に対して，処分庁である福祉事務所長が処分の原因内

容を明らかにし ,処分の適法性，正当性についての主張を審査庁に対して提

出するものである。  

（１）  個人の住所，氏名，生年月日，年齢，性別，印影，電話番号，個人の

行動記録，発言内容，病状など個人の主張・行動・健康状態が記載され
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ている部分および個人の債務金額が記載されている部分，自筆で記入さ

れた文書，動産および不動産情報，就労先，法人に関する情報，基礎年

金番号・年金コードについて  

    個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ，また

は公にすることにより，個人の権利利益を害するおそれがあるため，条

例７条１号に該当し非公開が相当である。   

（２）  納品書，請求書，領収書の法人の印影について  

    印影は公表すべき合理的理由および必要性はなく，かえって偽造等の

不正利用につながるおそれも無いとはいえないから，これを公開するこ

とは当人の正当な利益を害するおそれがあるため，条例７条２号に該当

し非公開が相当である。  

（３）  見積書，納品書の内訳金額および建物賃貸借契約書について  

     法人等の販売や営業上のノウハウ等の経営情報であって，公にする

ことにより，当該法人等の権利，競争上の地位その他 正当な利益を損

なうおそれがあるため，条例７条２号に該当し非公開が相当である。  

（４）  金融機関情報について  

     事業にかかわる金銭の出納に関する事項であり，誰に開示するかは，

当人の取引上の必要性から当人により決定されるべきものである。当

人の意思に基づかずして，取引関係に無い一般市民にまでこれを公開

することは，当人の正当な利益を害するおそれがあるため，条例７条

２号に該当し非公開が相当である。  

 

５  審査会の判断  

当審査会は，実施機関の非公開理由および異議申立人の異議申立理由

を条例に照らして慎重に審査した結果，次のとおり判断する。  

該当する行政文書は，２－（１）に該当するものについては審査請求書副

本，反論書の写し，２－（２）に該当するものについては弁明書の控えまた

は写し，再弁明書の控えまたは写し，起案文書，香川県知事からの通知文，

２―（３）に該当するものについては審査請求書副本，反論書の控え，２－

（４）に該当するものについては弁明書の控えまたは写し，再弁明書の控え，



 

 4 

起案文書，香川県知事からの通知文であり，一部公開の決定をしている。以

下，非公開部分について検討する。  

（１）  個人の住所，氏名，生年月日，年齢，性別，印影，電話番号，個人の

行動記録，発言内容，病状など個人の主張・行動・健康状態が記載され

ている部分および個人の債務金額が記載されている部分，自筆で記入さ

れた文書，動産および不動産情報，就労先，基礎年金番号および年金コ

ードについて  

これらの情報は，個人識別情報および生活保護費申請者に関する個人

情報であり，また個人の印影についても，偽造等の不正利用につながる

ことも無いとは言えないことから，公開することにより個人の権利利益

を害するおそれがあるため，条例７条１号に該当し実施機関が非公開と

した処分は相当である。  

（２）  法人に関する情報および法人の印影ついて  

    見積書，納品書，請求書および領収書に記載されている法人に関する

情報については，当該情報が公開されることにより，当該法人関係者に

契約相手方が生活保護申請者であることを了知させ得るものであり，結

果として当該申請者の権利利益を害するおそれがあることから，条例７

条１号に該当し，非公開とした実施機関の処分は相当である。  

また，法人の印影については，公表すべき合理的理由および必要性は

無く，かえって偽造等の不正利用につながるおそれも無いとはいえない

から，これを公開することは当人の正当な利益を害すると認められる。

よって，条例７条２号に該当するものとして，実施機関が非公開とした

処分は相当である。  

（３）  見積書および納品書の内訳金額ならびに建物賃貸借契約書について  

        これらの情報については，当事者間の契約に係る情報であり，業者が

個人に対する営業活動の過程において作成したものである。ゆえに，そ

の内容の公開は当該業者が判断するものであって，何人にも公開される

ことを予定しているものではない。よって，公開することにより当該法

人の権利利益を害するおそれがあるため，条例７条２号に該当し非公開

が相当である。  
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（４）  金融機関情報について  

法人等の金融機関情報については，事業にかかわる金銭の出納に関す

る事項であり，誰に開示するかは，取引上の必要性から当人により決定

されるべきものである。したがって，当人の意思に基づかずして，取引

関係に無い一般市民にまでこれを公開することは，当人が予定している

こととは到底言い得ない。よって，公開することによって当人の正当な

利益を害すると認められるため，条例７条２号に該当するものとして，

実施機関が非公開とした処分は相当である。  

  

よって，当審査会は，「１  審査会の結論」のとおり判断する。  
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６  審査処理経過  

   

年   月   日  

 

処   理   内   容  

 

平成１７年  ７月２０日  

 

 

諮問書受付  

 

 

平成２０年  ７月３０日  

 

実施機関からの非公開理由書受付  

 

平成２０年１０月２１日  

 

実施機関の非公開理由および争点の

審査  

 

平成２０年１２月２２日  

 

 

答申案審査  

    

平成２０年１２月２５日  

 

 

答申  

 


